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第 2章 分析対象 
PPPは、公的部門（以下官）と民間部門（以下民）が、リスクとリワード（リターン）
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第 3章 事業主体と財源の基本区分 







                                                   
2 根本祐二（2008年）3頁。 
 さらに【Ⅲ】の形態の公営事業は、事業収入を主たる財源





















表 1 事業主体と財源の基本区分 
(備考）井堀利宏(2005年)3頁表 1-1「公共経済と民間経済」を基に筆者作成。 
 







                                                                                                                                               
PPPでは準公共財を対象とすることが多い。 
 

















【Ⅰ】私的財        
（一般民間事業） 
【Ⅳ】民間委託         
（PFI・指定管理者等） 
中央・地方政府 【Ⅲ】公営事業 【Ⅱ】公共財 
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第 5章 PPP事業における事業主体と財源の区分 
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3 PPP 事業における事業目的と財務目的の達成 
営利法人、民間非営利法人、公的法人のいずれにも、事業目的と財務目的の両方の達
成が求められる。事業目的は各法人の性格に準じて決められ、定款や綱領等に記載され
表 2 PPP事業の事業主体と財源の区分 
事業主体 
財源 
































中央・地方政府 【Ⅲ】公営事業 【Ⅱ】公共財 
（備考）本表は概略の類型化を試みたもので、実際にはこの類型化から外れるものもある。 
PPP 事業の最適事業主体の選択に関わる試論 



























                                                   
11 F.アレンと D.ゲールの両教授は、米国、英国、フランス、ドイツ、日本の金融システムを分析した
上で、ドイツやフランス及び日本でも非営利団体が、企業として成功している例が多いと指摘してい
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収益率(Internal Rate of Return－IRR)を用いると、投資から得られる予想IRRが資本
コスト（r ）を上回れば（IRR > r ）、当該投資計画に対しポジティブな評価がなされ













                                                   
13 財務理論上は NPV法と IRR法は常に同じ結論が導かれる訳ではない。 
14 JR東海が進めているリニアモーターカー敷設プロジェクトはその好事例である。 
PPP 事業の最適事業主体の選択に関わる試論 
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第 7章 NPOの活用についての課題 




                                                   
20 2010年 3月 25日発表厚生労働省報道発表資料による。 
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な潤滑油的な活動が、PPP 事業主体としての NPOの主な活動領域である。 
 









































NPO の活動は不変でも GDP は増加する。NPO は一定のサービスを提供し付加価値を生ん
でいるのであり、その活動を正しく国民経済計算に反映させるべきではないだろうか。
帰属家賃の計算方法等を準用して、NPO 活動をより正確に GDP に含めることが必要だと
考える。 
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